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公的支援を受け復旧した近年の被災鉄道事例

事業
者

国
自治
体

自治体負担分の
特別交付税措置

第２種事業者 0 1/2 1/2
震災復興特別交
付税全額措置

地域公共交通活性化再生法、
東日本大震災鉄道施設災害復旧
費補助金交付要綱

第３種事業者
（自治体）

0 1/2 1/2
震災復興特別交
付税全額措置

地域公共交通活性化再生法、
東日本大震災鉄道施設災害復旧
費補助金交付要綱

第２種事業者 1/2 1/4 1/4 特別交付税50%
地域公共交通活性化再生法、鉄道
軌道整備法、特別交付税に関する
省令

第３種事業者
（自治体）

0 1/4 3/4 特別交付税95%
地域公共交通活性化再生法、鉄道
軌道整備法、特別交付税に関する
省令

③ 阿武隈急行 2ヶ月 第１種事業者 1/2 1/4 1/4
震災復興特別交
付税全額措置

鉄道軌道整備法、鉄道災害復旧事
業費補助に関する交付基準

東日本大震災限定：復旧費が鉄道
の年間収入を上回る（赤字３年要件

④
ＪＲ貨物、

仙台臨海鉄道他
2ヶ月～1年程度

第１・２種貨物
鉄道事業者

1/2 1/4 1/4
震災復興特別交
付税全額措置

鉄道軌道整備法、東北地方太平洋
沖地震による被害を受けた貨物運
送に係る鉄道を対象とする災害復
旧事業費補助に関する交付基準

東日本大震災限定：復旧費が鉄道
の年間収入を上回る（赤字３年要件
なし）

⑤
ひたちなか海浜鉄

道
4ヶ月 第１種事業者 1/2 1/4 1/4 特別交付税50%

鉄道軌道整備法、
特別交付税に関する省令

復旧費が鉄道の年間収入を上回り、
かつ赤字３年以上

⑥ ＪＲ東海名松線 6年5ヶ月 第１種事業者 1 0 0 － －
治山工事を三重県（5億）、治水工事
を津市（7.5億）が同時実施、鉄道施
設工事はＪＲ東海（4.6億）が実施

公的支援による復旧協議中の被災鉄道事例

事業
者

国
自治
体

自治体負担分の
特別交付税措置

(1) ＪＲ東日本山田線
5年8ヶ月（復旧まで
7～8年の見込み）

第１種事業者 2/3 1/6 1/6
震災復興特別交
付税全額措置

(2) ＪＲ東日本只見線 5年4ヶ月 第１種事業者

(3) 南阿蘇鉄道 7ヶ月 第１種事業者

三陸鉄道移管、公有民営型上下分離を前提にＪＲ東日本が2015年度か
ら工事開始、国・自治体負担部分は上記①適用

鉄道路線 復旧までの期間 事業構造
費用負担割合

適用法令等

信楽高原鉄道 1年2ヶ月

三陸鉄道、
仙台空港鉄道

三陸鉄道：3年1ヶ月
仙台空港鉄道：7ヶ

月

協議中

協議中

鉄道路線
被災からの経過期

間
事業構造

費用負担割合

ＪＲ東日本が上下分離を提案（自治体負担分に上記②の適用が可能？）

鉄道軌道整備法（上記⑤）は適用可（上記①の適用可能性を模索？）

今後の予定、見込み

①

②

適用条件

復旧費が鉄道の年間収入を上回り、
かつ赤字３年以上

東日本大震災限定：被害が甚大な
第三セクター旅客鉄道


